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「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する

法律」（外来生物法）の施行状況の検討について 
 
１．背景 

 

外来生物法の附則第４条では、法の施行（平成 17 年 6 月 1 日）後 5年を経過

した場合において、法律の施行状況について検討し、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとしている。 

 

 

 

 
２．検討のイメージ 

       
 
         
 

 
          
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（参考）［附則 第４条］  

政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講

ずるものとする。 

 H24.6.～ 野生生物部会 外来生物対策小委員会 

・外来生物法の施行状況 
・特定外来生物の飼養等の状況 
・防除の実施状況 
・その他の施行状況及び課題 

（必要がある場合）法令改正等必要な措置 

小委員会検討結果のとりまとめ 

野生生物部会への報告 

H24.5.10  野生生物部会 
…外来生物対策小委員会での検討を了承 

パブリックコメント 
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 中 央 環 境 審 議 会 議 事 運 営 規 則  

(会議の招集)  

第一条 会長は、中央環境審議会(以下｢審議会｣という。)の総会を招集しようとするとき

は、あらかじめ、期日、場所及び議案を、委員及び議案に関係のある臨時委員に通知す

るものとする。  

 

(会長）  

第二条 会長は、議長として、総会の議事を整理する。  

２  会長は、すべての部会、小委員会、専門委員会に出席し、意見を述べることができる。  

 

(専門委員）  

第三条 専門委員は、会長の承認を得て、総会に出席し、意見を述べることができる。  

 

(部会）  

第四条 審議会に、次に掲げる十三部会を置く。  

一 総合政策部会  

二 廃棄物・リサイクル部会  

三 循環型社会計画部会  

四 環境保健部会  

五 地球環境部会  

六 大気環境部会  

七 騒音振動部会  

八 水環境部会  

九 土壌農薬部会  

十 瀬戸内海部会  

十一 自然環境部会  

十二 野生生物部会  

十三 動物愛護部会  

２  部会の所掌事務は、別表に定めるところによる。  

３  会長は、必要と認めるときは、二以上の部会の所掌に係る議案について調査審議する

ため、二以上の部会の合同の部会を設置することができる。  

 

(諮問の付議)  

第五条 会長は、環境大臣又は関係大臣の諮問を適当な部会(前条第一項及び第三項に規定

する部会をいう。以下同じ。）に付議することができる。  

 

(部会の決議）  

第六条 部会の決議は、会長の同意を得て審議会の決議とすることができる。  

２  会長は、一の部会の決議を他の部会の審議に付することが適当と認めるときは、当該

決議に係る案件を当該他の部会に付議することができる。  
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３  会長は、第一項の同意をしたときは、その同意に係る決議を総会に報告するものとす

る。ただし、総会において報告を要しない旨の決議を経たものについては、この限りで

はない。  

 

（準用規定）  

第七条 第一条から第三条（第二条第二項を除く。）までの規定は、部会に準用する。こ

の場合において、これらの規定中｢会長｣とあるのは｢部会長｣と読み替えるものとする。  

 

（小委員会）  

第八条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、小委員会を置くことができる。  

２  小委員会に属すべき委員、臨時委員又は専門委員は、部会長が指名する。  

３  小委員会に委員長を置き、部会長の指名により、これを定める。  

４  小委員会の決議は、部会の定めるところにより、部会長の同意を得て部会の決議とす

ることができる。  

５  第一条及び第二条第一項並びに中央環境審議会令第七条第一項及び第二項の規定は、

小委員会に準用する。この場合において、これらの規定中「会長」とあるのは「小委員

長」と読み替えるものとする。  

 

(専門委員会）  

第九条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、専門の事項を調査するため、専

門委員会を置くことができる。  

２  専門委員会に委員長を置き、部会長の指名によりこれを定める。  

 

(会議録)  

第十条 総会、部会、小委員会及び専門委員会の議事については、会議の概要を記載した

会議録を調製しなければならない。  

 

(雑則）  

第十一条 この規則に定めるもののほか、総会の運営その他審議会の運営に必要な事項は、

会長が定める。  

２  部会の運営に必要な事項は、部会長が定める。  

 

附 則  

（施行期日）  

第一条 この規則は、平成十三年一月一五日から施行する。  
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外来生物対策小委員会の設置について 

 

 

平成１６年６月８日 

野生生物部会決定 

 

 

中央環境審議会議事運営規則（平成１３年１月１５日中央環境審議会決定。

以下「議事運営規則」という。）第８条の規定に基づき、次のとおり決定する。 

 

 

１．野生生物部会に、議事運営規則第８条の小委員会として、外来生物対策小

委員会を置く。 

 

 

２．外来生物対策小委員会は、特定外来生物による生態系等に係る被害を防止

するための基本方針の案の作成についての検討を行う。 

 

 

３．外来生物対策小委員会の決議は、部会長の同意を得て、野生生物部会の決

議とすることができる。 
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外来生物対策小委員会の運営方針について 
 

平成１６年６月８日 

野生生物部会長決定 

１．会議の公開 

（１）会議の公開・非公開 

小委員会は、原則として公開するものとする。ただし、公開することによ

り、公正かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすおそれがある場合、特定の者 

に不当な利益若しくは不利益をもたらすおそれがある場合又は特定の野生

動植物の保護に著しい支障を及ぼすおそれのある場合には、委員長は、小委

員会を非公開とすることができる。 

 

（２）公開する場合の必要な制限 

委員長は、会議の公開に当たり、会議の円滑かつ静穏な進行を確保する観

点から、入室人数の制限その他必要な制限を課することができる。 

 

２．出席者 

代理出席は認めない。欠席した委員、臨時委員及び専門委員（以下「委員

等」という。）については、事務局からの資料送付等により、会議の状況を

伝えるものとする。 

 

３．会議録 

（１）会議録の作成、配布 

①会議録は、発言内容を精確に記載するものとする。 

②会議録の調整に当たっては、当該会議に出席した委員等の了承を得るも

のとする。 

③会議録は、小委員会に属する委員等に配布するものとする。 

 

（２）会議録及び議事要旨の公開 

①公開した会議の議事録は、公開するものとする。また、非公開とした会

議の会議録であっても、小委員会が認めたときは、公開するものとする。 

②小委員会の会議について、議事要旨を作成し、公開するものとする。 

 ③公開した会議の会議録（小委員会が公開を認めた会議録を含む。）及び     

  議事要旨の公開は、環境省ホームページへの掲載及び環境省閲覧窓口へ 

の備え付けにより行うものとする。 
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外来生物対策小委員会の検討事項について（案） 

 

 

平成２４年５月  日 

野 生 生 物 部 会 決 定 

 

 

外来生物対策小委員会は、「外来生物対策小委員会の設置について」（平成１

６年６月８日野生生物部会決定）の２に定める事項のほか、下記事項を検討す

るものとする。 

 

記 

 
 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律附則第４条に基

づく法律の施行後５年を経過した場合における施行状況の検討とその結果に基

づいた所要の措置について 
 

 



特定外来生物による生態系等に係る被害の防止
に関する法律の概要

特定外来生物の飼養、輸入等について必要な規制を行うとともに、野外等
に存する特定外来生物の防除を行うこと等により、特定外来生物による生態
系、人の生命若しくは身体又は農林水産業に係る被害を防止する。

目的

特定外来生物被害防止基本方針の策定及び公表

○輸入者に届出義務
○判定が終わるまで
の一定期間輸入を
制限

野外における特定外
来生物について国のほ
か地方公共団体等の参
加により防除を促進する。

防除

その他、輸入時に特定外来生物を確認する証明書の添付、調査、普
及啓発、罰則等所要の規定を整備する。

規
制
な
し

生態系等に係る被害を
及ぼし、又は及ぼすお
それのある外来生物を
政令で指定

○飼養、栽培、保管又は
運搬は、主務大臣の許
可を受けた場合（学術
研究等の目的で適正に
管理する施設等を有す
る）等を除き、禁止

○輸入は、許可を受けた
場合を除き、禁止

○個体識別措置等を講じ
る義務

○野外へ放つこと等の禁
止

未判定外来生物の
輸入の制限

被害を及ぼす
おそれあり

特定外来生物

指定されない
生物

生態系等に係る被害を
及ぼすおそれがあるか
どうか未判定の外来生
物を主務省令で指定

未判定外来生物

特定外来生物の飼養・
輸入等の規制

主務大臣の
判定

被害を及ぼす
おそれなし 要注意外来生物

：リストによる注意
喚起
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分類群 種 名

哺乳類
（21種
類）

フクロギツネ、ハリネズミ属全種、タイワンザル、カニクイザル、アカゲ
ザル、ヌートリア、クリハラリス、タイリクモモンガ、トウブハイイロリ
ス、キタリス、マスクラット、カニクイアライグマ、アライグマ、アメリ
カミンク、シママングース、ジャワマングース、シカ亜科全種（アキシス
ジカ属、シカ属、ダマシカ属、シフゾウ）、キョン

鳥類
（4種
類）

ガビチョウ、カオグロガビチョウ、カオジロガビチョウ、ソウシチョウ

爬虫類
（16種
類）

カミツキガメ、アノリス・アルログス、アノリス・アルタケウス、アノリ
ス・アングスティケプス、グリーンアノール、ナイトアノール、ガーマン
アノール、アノリス・ホモレキス、ブラウンアノール、ミドリオオガシラ、
イヌバオオガシラ、マングローブヘビ、ミナミオオガシラ、ボウシオオガ
シラ、タイワンスジオ、タイワンハブ

両生類
（11種
類）

プレーンズヒキガエル、キンイロヒキガエル、オオヒキガエル、アカボシ
ヒキガエル、オークヒキガエル、テキサスヒキガエル、コノハヒキガエル、
キューバズツキガエル、コキーコヤスガエル、ウシガエル、シロアゴガエ
ル

魚類
（13種
類）

チャネルキャットフィッシュ、ノーザンパイク、マスキーパイク、カダヤ
シ、ブルーギル、コクチバス、オオクチバス、ホワイトバス、ストライプ
トバス、ヨーロピアンパーチ、パイクパーチ、ケツギョ、コウライケツ
ギョ

昆虫類
（８種
類）

テナガコガネ属全種、クモテナガコガネ属全種、ヒメテナガコガネ属全種、
セイヨウオオマルハナバチ、アルゼンチンアリ、アカカミアリ、ヒアリ、
コカミアリ

無脊椎
動物
（20種
類）

キョクトウサソリ科全種、ジョウゴグモ科のうち２属全種、イトグモ属の
うち３種、ゴケグモ属のうち４種（ハイイロゴケグモ、セアカゴケグモ、
クロゴケグモ、ジュウサンボシゴケグモ）、ザリガニ類２属全種と２種
（アスタクス属全種、ウチダザリガニ／タンカイザリガニ、ラスティーク
レイフィッシュ、ケラクス属全種）、モクズガニ属全種、カワヒバリガイ
属全種、クワッガガイ、カワホトトギスガイ、ヤマヒタチオビ、ニューギ
ニアヤリガタリクウズムシ

植物
（12種
類）

ナガエツルノゲイトウ、ブラジルチドメグサ、ボタンウキクサ、アゾル
ラ・クリスタタ、オオキンケイギク、ミズヒマワリ、オオハンゴンソウ、
ナルトサワギク、アレチウリ、オオフサモ、スパルティナ・アングリカ、
オオカワヂシャ

特定外来生物（１０５種類、平成24年5月現在）
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防除の事例－奄美大島におけるマングースの防除

事業期間：平成１７年度～

概 要：わなを用いたマングースの捕

獲及び生息状況のモニタリン

グを実施。

推定個体数：約3万頭（平成12年度）
→約4百頭（平成22年度）

捕獲効率（1000わな日当たりのマン
グース捕獲数）

ハブ退治のために導入されたマングースが、アマミノクロ
ウサギ、アマミトゲネズミ等の希少な固有動物を捕食し、在
来生態系に大きな被害。

マングース
（特定外来生物）

平成２２年度のわな設置地点（橙
色網目）及び捕獲地点（赤:1頭、
青：2頭、黒：3頭）

○ワナを設置しても捕獲できない地域（北部の一部）が確認。
○アマミトゲネズミとケナガネズミについては、個体数増加と分布拡
大の傾向を確認。

H17 H18 H19 H20 H21 H22

4.11 2.58 0.57 0.50 0.28 0.15
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防除の事例－アライグマの防除

ペットとして大量に輸入され、遺棄や逃亡により全国各地で定着。
雑食性で、果実、木の実、野菜、穀物のほか、小型哺乳類、鳥類、

は虫類、両生類等を捕食。

アライグマの生息数増減に対する都道府県担当の認識
（平成23年度アンケート調査より）

大幅に増加した（9自治体）
やや増加した（18自治体）
変わらない（2自治体）
やや減少した（0自治体）
大幅に減少した（1自治体）
不明または生息情報無
（17自治体）

各地での防除実施件
数は増加しているが、
アライグマの生育数を
抑制できていない。
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各年度の確認・認定を受けた件数の推移(回答件数）
（平成23年度アンケート調査より）


